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様式第７（第３条関係） 

預託等取引業者名           

所在地                

電話番号               

代表者の役職名・氏名       印 

              

（平成  年  月） 

 

月  次  保  有  状  況  表  

（特定商品等の預託等取引契約に関する法律第３条の規定により顧客に交付する書面） 

 

１  特定商品及び施設利用権の種類：            （令第１条第 項第 号） 

            （細目） ：                        

 

２ 保有の状況 

 （１）保有の状況一覧 

（単位： 円、％） 

番 

 

号 

月 

末 

日 

Ａ：契約の目的となつている 

特定商品及び施設利用権 

Ｂ：契約の目的と

なつていない特定

商品及び施設利用

権（実地たな卸高）

Ｃ：合    計 

（実地たな卸高） 時  価 
（ａ：契約残高） 

（ｂ：実地 

たな卸高）

数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 

１                    

２                    

３                    

４                    

５                    

６                    

７                    

８                    

９                    

10                    

11                    

12                    
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（２）時価の算定方法等 

    

 

 

（３）運用の状況一覧                       （単位： 円） 

運用日 
運用元資産 

運用先資産 

 運用日 当月末 

科 目 数 量 時 価 科 目 数 量 時 価 数 量 時 価 

         

         

         

 

３ 特定商品及び施設利用権の状況 

 

 

 

 

４ 事業拠点ごとの保有の状況 

ｂ：契約の目的となつている特定商品及び施設利用権の実地たな卸数量 

Ｂ：契約の目的となつていない特定商品及び施設利用権の実地たな卸数量 

番 

 

号 

月 

末 

日 

事業拠点１ 事業拠点２ 事業拠点３ ・・・・・ 合  計 

ｂ Ｂ ｂ Ｂ ｂ Ｂ ｂ Ｂ ｂ Ｂ 

１                 

２                 

３                 

４                 

５                 

６                 

７                 

８                 

９                 

10                 

11                 

12                 
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事業拠点１ 

 名  称： 

 所在地： 

 

事業拠点２ 

  名  称： 

 所在地： 

 

事業拠点３ 

  名  称： 

 所在地： 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

 

５ 預託者数：    （              人）（平成  年  月末現在） 
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（記載上の注意） 

第１ 一般的事項 

１ 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従つて作成すること。 

２ 作成の対象となる当月の状況について、一月ごとに記載すること。ただし、作成の対

象となる月の翌月 10 日以内の日に本書面を交付する場合にあつては、直近月の直前の

月を当月として記載することができる。 

３ 「金額」の欄には、一円単位、千円単位又は百万円単位をもつて表示するものとする

が、他の様式と統一し、かつ、使用した単位を明記すること。ただし、有効な数値がな

い場合には、「－」と記載すること。千円単位又は百万円単位をもつて表示する場合で

あつて、表示単位未満の数値で表示する際には金額欄に「０」と記載することとし、表

示単位未満の金額は切り捨てること（合計欄も同様）。 

４ 「数量」の欄には、特定商品及び施設利用権の種類に応じた適切な単位を付すこと。 

 

第２ 個別事項 

１ 特定商品及び施設利用権の種類（細目）について 

「特定商品及び施設利用権の種類」の欄には、施行令第１条に定める特定商品及び施

設利用権のいずれに該当するかが明確となるように記載することとし、内書（括弧書）

として施行令第１条に定める物品又は権利のうち該当する項及び号を「令第１条第○項

第○号」のように記載すること。また、「細目」には、預託等取引契約において、「種類」

よりも詳細に特定商品及び施設利用権の内容を特定している場合における当該内容が

明らかになるように記載すること。 

 

２（１）保有の状況一覧について 

（１） 特定商品及び施設利用権の種類（細目）ごとに作成すること。 

（２） 当月分の月次保有状況表は、当月末時点における特定商品及び施設利用権の保

有状況を番号「12」の行に記載し、そこから一月ごとに遡つて、過去１年間の保

有状況について記載すること。 

（３） 「月末日」の欄には、「平成○年○月末」と記載すること。 

（４） Ａ～Ｃの「金額」及び「数量」の欄には、次に掲げる事項を記載すること。 

Ａ 預託等取引契約の目的となつている特定商品及び施設利用権（預託等取引契

約が締結されている特定商品及び施設利用権）に係る、次のａ及びｂの事項 

ａ 預託等取引業者が預託を受けている特定商品及び管理している施設利用権

の契約残高 

ｂ 預託等取引業者が預託を受けている特定商品及び管理している施設利用権

の実地たな卸 

Ｂ 預託等取引業者が保有する預託等取引契約の目的となつていない特定商品及
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び施設利用権（すなわち、預託等取引契約の対象資産となる在庫）の実地たな

卸 

Ｃ 預託等取引業者が保有する預託等取引契約の目的となつている特定商品及び

施設利用権（Ａｂ）並びに預託等取引業者が保有する預託等取引契約の対象資

産となる在庫（Ｂ）の実地たな卸の合計 

（５） 「時価」の欄には、特定商品及び施設利用権の時価を記載すること。なお、時

価とは、公正な評価額をいい、市場価格に基づく価額をいう。市場価格が観察で

きない場合には合理的に算定された価額を公正な評価額とする。 

（６）  a の数量とｂの数量との間に差異が生じている場合においては、その原因（他

の資産への運用又は減耗等）の別に差異の内訳を脚注すること。 

 

２（２）時価の算定方法等について 

２（１）保有の状況一覧の「時価」の欄の算定方法として市場価格に基づき算定した

場合には当該市場の名称及び取引価格を、市場価格が観察されなかつたため合理的に

算定した場合には当該算定方法を記載すること（時価を把握することが極めて困難と

認められる場合には、その旨及びその理由を記載すること。）。 

 

２（３）運用の状況一覧について 

（１） 「科目」の欄には、預託を受けた特定商品及び管理する施設利用権（以下「運

用元資産」という。）について、他の資産（以下「運用先資産」という。）に運用

している場合（すでに他の資産に運用していた資産を、さらに別の資産に運用し

ている場合を含む。また、当該運用した日を「運用日」という。以下同じ。）に

おけるそれぞれの資産の科目を記載すること。 

（２） 「運用元資産」の「数量」の欄には、運用日における「運用元資産」の実地た

な卸数量を記載すること。 

（３） 「運用元資産」の「時価」の欄には、運用日における「運用元資産」の時価を

記載し、その算定方法については、市場価格に基づき算定した場合には当該市場

の名称及び取引価格を、市場価格が観察されなかつたため合理的に算定した場合

には当該算定方法を脚注すること（時価を把握することが極めて困難と認められ

る場合にはその旨及びその理由を脚注すること。）。 

（４） 「運用先資産」の「数量」の欄には、運用日及び当月末における「運用先資産」

の実地たな卸数量を記載すること。 

（５） 「運用先資産」の「時価」の欄には、運用日及び当月末における「運用先資産」

の時価を記載し、その算定方法については、市場価格に基づき算定した場合には

当該市場の名称及び取引価格を、市場価格が観察されなかつたため合理的に算定

した場合には当該算定方法を脚注すること（時価を把握することが極めて困難と
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認められる場合には、その旨及びその理由を脚注すること。）。 

（６） 「運用先資産」の運用日における数量と当月末における数量との間に差異が生

じている場合においては、その原因（他の資産への運用又は減耗等）の別に差異

の内訳を脚注すること。 

 

３ 特定商品及び施設利用権の状況について 

特定商品及び施設利用権の種類（細目）ごとに、これらの特性に応じたリスク（固

有の滅失若しくは毀損のリスク）、運用を予定している場合にはその運用方針及び管

理体制等について記載することとし、運用を予定していない場合にはその旨脚注する

こと。なお、「特性に応じたリスク（固有の滅失若しくは毀損のリスク）」とは、例え

ば、特定商品が貴金属等の場合には盗難等、生物資産の場合には死亡、枯死又は腐敗

等、施設利用権の場合には発行会社の経営状況の悪化等が考えられる。また、「管理

体制等」には、特定商品及び施設利用権の特性に応じたリスクの減殺方法並びに保管

体制等が含まれるものとする。 

 

４ 事業拠点ごとの保有の状況について 

（１） 預託等取引契約の目的となつている特定商品及び施設利用権並びに預託等取引

契約の対象資産となる在庫の保有数（実地たな卸数量）について、事業拠点（営

業所や生産又は製造施設等）ごとに「２ 保有の状況」に準じて記載すること。 

（２）事業拠点の種類、名称及び所在地（市町村名まで）を脚注すること。 

（３）事業拠点が３箇所以上ある場合には、上記様式の「・・・」に追加すること。 

 

５ 預託者数について 

「預託者数」には、当月末現在における預託者数を記載すること。 

 

 


